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第５章 快適な都市環境の確保 

  

１ 概 説 

だれもが安全で健康かつ快適な生活を営むことができる良好な都市環境の実現をめざす「大

阪市環境基本条例」の理念を実現するため、「大阪市環境基本計画」に基づき、生物多様性の

保全など自然との共生を進めるとともに、ヒートアイランド対策や環境汚染対策、環境影響評

価の実施など幅広い施策に取り組んでいる。  

 
 

２ 自然との共生・生物多様性保全の推進 

（１）大阪市生物多様性戦略 

「生物多様性基本法」に基づき、「生物多様性国家戦略 2012-2020」を基本として定め

る生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本的な計画として 2021（令和３）

年３月に策定した「大阪市生物多様性戦略」により、引き続き 2050（令和 32）年の本市

のめざすまちの姿「生物多様性の恵みを感じるまち」の実現に向け、４つの基本戦略を

掲げ、多様な主体と連携した取組を推進していく。 

 

 

【計画期間】 

2050 年のめざすまちの姿を展望しつつ、計画期間は 2030 年度まで 

【戦略の目標】 

≪2050 年までのめざすまちの姿≫ 

「生物多様性の恵みを感じるまち」 

≪2030 年度までの目標≫ 

・生物多様性の保全と持続可能な利用（※１）を促進する。 

・生物多様性の保全のため、市民・環境 NGO/NPO・事業者・研究機関・教育機関・行

政など多様な主体との連携・協働を推進する。 

・自然や生き物を身近に感じる市民の割合（※２）を 50%以上にするとともに、生物

多様性保全に貢献する取組を行う市民等を増やしていく。 

（※１）豊かな生物多様性を保全し、その恵みを将来にわたり享受できる自然共生社

会の取組 

（※２）都市にいながらも日々の暮らしの中で、自然や生き物との関わりを実感でき

る市民の割合 

【目標達成に向けた４つの基本戦略】 

・生物多様性の発見と行動の展開 

・自然空間の保全・創造 

・生物多様性に配慮した生産・消費への変革 

・都市・地球環境問題に対する取組 
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（２）多様な主体との連携の取組 

大阪市生物多様性戦略に基づき、平成 30年度から新たな連携・協働の仕組みとして生物多様性

の保全に向けたネットワーク会議を開催し、市民・環境 NGO/NPO・事業者・研究機関・教育機関・

行政など多様な主体と連携・協働を行っている。 

 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実 施 回 数 ２回 ４回 ４回 ４回 ３回 

 

（３）大阪生物多様性保全ネットワーク 

生物多様性を保全し、その恵みを持続的に利用していくため、平成 24 年３月に大阪府、

堺市、学識経験者、NPO 団体等と連携して設立した「大阪生物多様性保全ネットワーク」

を通じて、基礎調査や情報の共有化、普及啓発活動等に取り組んでいる。 

 

（４）市立小学校における生き物調査 

平成 30 年度から市立小学校において児童と一緒に校内に生息・生育する生き物の調査

を実施している。 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実 施 校 数 30 校 21 校 25 校 30校 30校 

 

 

３ ヒートアイランド対策 

（１）ヒートアイランド現象の実態 

大阪市域では、地球温暖化に加えてヒートアイランド現象の影響により、年平均気温が

この 100 年間で約 2.6℃上昇しているが、熱帯夜日数（日最低気温が 25℃以上の日数）に

ついてみると、1980（昭和 55）年から 2000（平成 12）年まで増加傾向にあったものの、

2000（平成 12）年頃を境に傾向の転換が見られる。引き続き、平均気温や熱帯夜日数の動

向などを注視していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

  （注）気象庁ＨＰデータを加工して作成 
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（２）おおさかヒートアイランド対策推進計画 

本市では、平成 17 年３月に「大阪市ヒートアイランド対策推進計画」を策定(平成 23 年

３月改定)し、効果的・総合的な施策に取り組んできた。 

大阪府と本市のヒートアイランド施策の効率的かつ効果的な推進のため、ヒートアイラ

ンド対策の基本的な考え方や目標、取組内容を定めた「おおさかヒートアイランド対策推

進計画」を平成 27 年３月に策定した。 

 

【計画期間】 

 2015 年度から 2025 年度まで 

【目標】 

目標１：住宅地域における夏の夜間の気温を下げることにより、地球温暖化の影響を除

外した熱帯夜日数を 2000 年より３割減らす。 

目標２：屋外空間における既存のクールスポットの活用や創出をすることにより、屋外

空間における夏の昼間の暑熱環境を改善する。 

【取組の推進】 

・人工排熱の低減 

・建物、地表面の高温化抑制 

・都市形態の改善 

・適応策の推進 

 

（３）主な取組 

ア 公共施設での緑のカーテン・カーペットづくり 

区役所、学校などの公共施設において、ゴーヤやサツマイモなどを使ったヒートアイ

ランド対策として、緑のカーテン・カーペットづくりに取り組んでいる。緑のカーテン・

カーペットは、日差しによる建物の高温化を抑え、建物からの夜間の放熱を抑制する効

果が期待できる。また、室温の上昇を抑えることで、エアコンの使用時間を短くできる

（注）気象庁HPデータを加工して作成 
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など省エネルギー効果が期待でき、電気料金を節約することもできることから、その普

及拡大を図っている。 
 

緑のカーテン・カーペット実施施設数 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

施 設 数 273 施設 284 施設 204 施設 201施設 182施設 

 

イ 「大阪打ち水大作戦」の実施 

ヒートアイランド対策についての普及啓発事業の一環として、市内各所で市民、事業

者との協働により、「大阪打ち水大作戦」を実施している。 
 

 

「大阪打ち水大作戦」実施数 

 

 

ウ 適応策の推進 

ヒートアイランド現象による都市の気温上昇が熱中症といった健康被害を及ぼして

おり、それらの影響を抑制する対策が「適応策」と呼ばれている。本市では、令和元年

度までは、地方自治体の適応策を支える技術開発をめざす文部科学省事業（気候変動適

応技術社会実装プログラム）や、環境省事業（地域適応コンソーシアム事業 近畿地域

事業）に協力してきた。 

平成 30 年度からは、気候変動適応法に基づき設置された気候変動適応近畿広域協議

会に構成員として参加し、関係機関と連携した遮熱対策の検討に取り組んでいる。 

 

 

４ 大気汚染対策 

（１）大気汚染の現況 

市内 22 ヵ所の大気汚染常時監視測定局で「大気汚染防止法」（以下「大防法」という。）

に基づく常時監視を行い、汚染状況を把握している。市域の大気汚染状況は、近年改善が

進んでいる。 

令和５年度は二酸化窒素（NO2）、浮遊粒子状物質（SPM）、微小粒子状物質（PM2.5）、二

酸化硫黄（SO2）、一酸化炭素（CO）について全測定局で環境基準を達成していたが、光化

学オキシダント（Ox）については、全測定局（一般環境大気測定局 11 局、自動車排出ガ

ス測定局１局）で環境基準を達成しなかった。 

また、二酸化窒素については、大阪市環境基本計画（令和元年 12 月策定）において国の基準を

上回る本市独自の環境保全目標を掲げており、令和５年度は全測定局（一般環境大気測定局 12局、

自動車排出ガス測定局８局）で達成した。 

今後も、市内全測定局における環境基準及び環境保全目標の達成・維持をめざすなど、

快適な都市環境の確保に努めていく。 
 

 

 

 

 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実 施 数 22 件 ３件 10 件 ７件 12件 



108 

 

・ 円グラフの白色部分は基準等達成の測定局の割合を示す。 
・ 環境基準の評価方法は、光化学オキシダント及び非メタン炭化水素を除き、長期的評価による。 

・ 表中の数字は（環境基準等達成局数）/（有効測定局数）を示す。 
・ 令和3年度の二酸化窒素及び浮遊粒子状物質（ともに一般局）の 1局減少は、測定局の廃止による。 
・ 令和3年度の光化学オキシダントの局数変化は一般局から自排局への移設による。 

・ 令和 4、５年度の二酸化窒素、浮遊粒子状物質、微小粒子状物質及び二酸化硫黄の局数変化は令和 4 年度の常時監視網の再構築に
よる。 
・ 令和５年度の光化学オキシダントの局数変化は令和4年度の常時監視網の再構築による。 

・ 二酸化窒素については、国の環境基準を上回る本市独自の環境保全目標を設定している。 
・ 非メタン炭化水素については、環境基準はないが、本市独自の環境保全目標を設定している。 

 

主な大気汚染物質の環境基準等達成状況の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）工場などの固定発生源対策 

大気汚染物質を排出する工場・事業場に対して、「大防法」・「府条例」に基づく立入検査を実施し、

汚染物質の排出削減に向けた指導や啓発を行っている。 
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ア 窒素酸化物対策 

「大防法」・「府条例」の規制基準に加え、本市独自の指導要領に基づく指導基準の遵守徹底及

び窒素酸化物等の発生の少ない都市ガス・灯油等の軽質燃料の利用促進や低 NOx 機器の普及促進

を図るなど、窒素酸化物の排出抑制を進めている。 

 

イ 粒子状物質対策 

浮遊粒子状物質には、ばいじん・粉じん等の一次粒子と揮発性有機化合物等のガス状

物質が大気中で粒子化する二次粒子があり、本市では、「大防法」・「府条例」等に基づく

規制指導を行うとともに、揮発性有機化合物等の排出抑制などを進めている。 

また、微小粒子状物質（PM2.5）については、市域における質量濃度の測定を行うとと

もに、成分分析を実施している。今後も、PM2.5 に関する知見の集積に努めるとともに、

国における調査研究を注視しながら、当分の間、中央環境審議会答申に基づき、固定発

生源対策としては軽質燃料への転換、適正な燃焼管理、集じん機の適正管理などの規制

指導など、移動発生源対策としては次世代自動車の普及促進など、これまでの粒子状物

質対策を進めていく。 

 

ウ 揮発性有機化合物対策 

本市では「大防法」に基づく一定規模以上の塗装施設等への排出基準等の遵守指導や事業者の

自主的取組等により排出抑制を図っており、揮発性有機化合物の排出量は減少傾向にある。 

   

エ 光化学オキシダント対策 

光化学オキシダントの原因物質とされている窒素酸化物や揮発性有機化合物を大気中

へ多量に排出する工場・事業場への立入検査や、「大防法」・「府条例」に基づく規制基準

の遵守指導、事業者による自主的取組みによる排出抑制等を図っている。 

 

オ 水銀対策 

「水銀に関する水俣条約」の採択を受け、平成 27 年６月に「大防法」が改正され、平成 30 年

４月から施行された。 

本市では、水銀について、これまでも「府条例」に基づき廃棄物焼却炉等の固定発生源からの

排出抑制を進めてきたが、改正「大防法」により新たに届出対象となった「水銀排出施設」に対

し、届出や法令遵守の指導を行っている。 

 

（３）悪臭対策 

悪臭は、人の嗅覚に直接作用し、その不快な臭いにより生活環境を損ない、主に感覚的・

心理的な被害を与える感覚公害である。 

本市では、「悪臭防止法」に基づき、人の嗅覚を利用して臭いの強さを総合的に評価す

る「臭気指数」により、敷地境界等における規制基準の遵守等について指導を行っている。 

 

（４）石綿（アスベスト）対策 

本市では、令和２年６月の「大防法」等の改正に伴い、平成 17 年 12 月に策定した大阪市

アスベスト対策基本方針」（現「大阪市石綿（アスベスト）対策基本方針」）を改定し、各

種対策を推進している。解体等工事における石綿の飛散防止対策については、「大防法」・「府

条例」に基づき、届出指導及び事前の立入検査、大気中の石綿濃度の現地分析の実施等により作業

基準等の遵守状況の確認を行うなど飛散防止の徹底を図っている。 
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また、特定建設作業等の届出受付時に、石綿の有無に関する事前調査などの周知徹底や、労働基

準監督署等の関係部署との連携による解体等工事の情報交換を行うとともに、解体等工事現場への

一斉パトロールを実施している。 

さらに、改正大気汚染防止法の一部施行に伴い、令和４年４月から石綿の事前調査結果の報告が

義務化されたことから、報告内容をもとに届出指導や立入検査を行うなど、これまで以上に無届作

業の未然防止を図っている。 

また、一般環境大気中の石綿濃度についても、平成元年度から調査を行っており、全て

の調査地点で環境省「アスベストモニタリングマニュアル（第 4.2 版）」（令和４年３月 環

境省水・大気環境局大気環境課）においてやや高い値とする目安（１本／リットル）に比

べて十分に低い値で推移している。 

 

（５）自動車排出ガス対策 

自動車による大気汚染については、「大防法」、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒

子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法」（自動車 NOx・PM 法）に加

え「大阪市自動車交通環境計画」（平成 18～22 年度）、「大阪市環境基本計画」（平成 23 年

度～）により、関係機関と協力した交差点改良による交通渋滞の解消等の局地的施策、次

世代自動車の普及促進、エコドライブ、グリーン配送の推進等の広域的施策を進めてきた。 

また、本市と大阪府、堺市を中心とする「大阪自動車環境対策推進会議」においては、

平成 28年度から「おおさか交通エコチャレンジ宣言事業者登録制度」を推進し、自主的に「公共交

通機関利用の推進」、「エコカー使用等の推進」、「エコドライブの推進」といった環境に配慮した自

動車利用を実践しようとする事業者に登録証を発行するとともに、事業者名をホームページで公開

しているほか、エコドライブシミュレーター等の貸出等を行っている。 

 

 

５ 水質汚濁対策 

（１）水環境の現況 

「水質汚濁防止法」に基づき公共用水域の水質定点調査を実施し、環境基準の適合状況

を把握している。令和５年度の河川における BODは一部の河川を除き環境基準を達成した。

また、海域における COD はすべての地点で環境基準を達成した。 

 

（２）水質保全対策 

本市では、従来より実施してきた工場・事業場への排水規制や水質の常時監視などの水

質保全対策に加え、市民が満足できる良好な水環境の創出に向け、水辺の整備、下水の高

度処理の導入、水環境の啓発活動など各種施策を実施したことにより、昭和 40 年代中期

の劣悪な状況と比較すると、市内の河川及び海域の水質汚濁は大きく改善されている。 

また、令和３年３月に策定した「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」実行計画に基づ

き、海洋プラスチックごみの新たな汚染ゼロの実現に寄与するとともに、「大阪市環境基

本計画の水分野の個別計画としてＳＤＧｓの達成に貢献」することをめざして、「プラス

チック製品の使用抑制と環境への流出の削減」、「プラスチックの資源循環に向けた地域活

性化のシステム推進」、「海洋プラスチックごみ発生抑制のための国際協力」、「良好な水環

境の創造」、「あらゆるステークホルダーとの連携」の５つを柱として、①2030 年度に大阪

湾に流入するプラスチックごみの量を半減する、②河川・海域の水質に係る国の環境基準

を 100％達成、維持するとともに、水環境に関する市民満足度を 40％まで向上するといっ

た目標の達成に向けた施策を積極的に展開している。 
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６ 地盤環境の保全 

（１）土壌汚染対策 

「土壌汚染対策法」や「府条例（土壌汚染対策に係る規定）」に基づき、有害物質を扱っ

ていた施設を廃止する場合や、3,000 ㎡以上の土地の形質変更を行う場合等には、土地所

有者等が調査を行い、汚染が判明した区域については管理することが必要となっている。 

このため、本市では、土地所有者等に対して土壌汚染対策法や府条例に基づく規制・指

導を実施するとともに、同法対象外の案件についても、同法に準じた指導を行い、土壌汚

染対策の推進に努めている。 

 

（２）地下水汚染対策 

「水質汚濁防止法」の規定に基づく「水質測定計画」により、地域の全体的な地下水質

を把握するための「概況調査」、この概況調査などにより発見された汚染について汚染範

囲を確認する｢汚染井戸周辺地区調査｣及びこの汚染井戸周辺地区調査により確認された

汚染について経年的に監視等を行う「継続監視調査」を実施している。 

また、2020（令和２）年度にＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ（有機フッ素化合物の一種）が水質

汚濁に係る要監視項目に指定されたことを受け、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡによる地下水汚染

状況について個別に調査を実施しており、暫定的な目標値を超えた井戸の所有者及び周辺

の井戸所有者に対して、引き続き井戸水を飲用しないよう指導するとともに、継続的な監

視を実施している。 

 

（３）地盤沈下防止対策 

地盤沈下の現況を把握するため、国土地理院の指導のもと３年おきに水準測量を実施し、

関係自治体と測量結果等について情報交換を行うとともに、市内 15 ヵ所の観測所で地盤

沈下及び地下水位の変動を常時観測している。また、「工業用水法」及び「建築物用地下

水の採取の規制に関する法律」に基づく規制・指導を行い、地盤沈下の防止に努めている。 

 

 

７ 騒音・振動対策 

本市では、「騒音規制法」、「振動規制法」や「府条例」により、工場・事業場からの騒音・振

動に対する規制指導を行っている。法令に基づく届出により苦情発生の未然防止を図り、苦情

が発生した場合は立入検査による指導を行っている。なお、建設作業に伴い発生する騒音・振動は

一過性とはいえ、日常生活に大きな影響を与えることがあるため、規制指導の対象となる特定建設作業

については、届出時に啓発指導を行うとともに、パトロールの実施や講習会の開催等により苦情の未然

防止に努めている。 

道路交通騒音については、道路（高速自動車国道、一般国道、府道、４車線以上の市道、及

び自動車専用道路）に面する地域において、騒音測定を定期的に実施し、沿道における住居の

環境基準達成状況を把握している（自動車騒音常時監視）。令和４年度の大阪市域における環

境基準達成率は、93.6%であった。 

本市では、道路管理者による低騒音舗装の施工、遮音壁の設置等の道路構造対策及び環境施

設帯の設置等の沿道対策を進めることにより、幹線道路沿道住居における環境基準達成率の向

上及び自動車騒音が深刻な区間の減少を図っている。 

その他、新幹線鉄道騒音や航空機騒音についても測定を実施し、環境基準の達成状況を把握

している。 
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８ 化学物質対策 

（１）事業者による自主的な化学物質管理の促進 

化学物質を取り扱う事業者のうち、一定の業種や要件（従業員数、取扱量等）に該当す

る事業者には、対象となる化学物質の環境への排出量や事業者による自主的な管理等につ

いて、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」

（PRTR 法）や「府条例」に基づく届出が義務付けられている。 

本市では、こうした届出の受付に加え、ホームページを活用した市域内の化学物質排出

量の公表や啓発の実施などにより、事業者の自主管理や化学物質に関する市民の理解の促

進を図り、環境への排出抑制を進めている。 

 

（２）有害化学物質対策 

ア 有害大気汚染物質の環境モニタリング 

「大防法」に基づき、低濃度であっても長期的なばく露によって人の健康を損なうお

それのある有害大気汚染物質のうち、健康リスクがある程度高いと考えられている 23

物質について環境モニタリングを実施している。 

そのうち、ベンゼンなどの４物質には環境基準が、アクリロニトリルなどの 11 物質

には健康リスクの低減を図るための指針となる数値が設定されており、令和５年度も全

ての調査地点でこれらを下回った。 

 

イ 有害大気汚染物質対策 

「大防法」では、ベンゼン、テトラクロロエチレン、トリクロロエチレンの３物質を

「指定物質」とし、排出施設の種類及び排出抑制基準が設定されており、本市では事業

者に対し基準を遵守するよう指導している。 

また、「府条例」では、令和５年１月の府条例施行規則の改正に伴い、同年４月から規

制対象物質が見直された。人に対する発がん性や毒性の見地から、「大防法」に定める３

物質を含めた 25 物質が有害物質として規制されており、有害物質ごとに設備・構造基

準や排出口基準が適用されている。 

本市では、「府条例」に定める基準の遵守についても指導を行っている。 

 

（３）ダイオキシン類対策 

本市では、「ダイオキシン類対策特別措置法」や「大阪市ダイオキシン類対策指導指針」

に基づき、廃棄物焼却炉等の設置者に対して、排出基準及び施設の構造・維持管理基準の

遵守徹底を指導している。同法には設置者の測定・報告義務等が規定されており、令和５

年度は報告対象となるすべての施設・事業所から報告があった。 

また、同法に基づき、環境中における濃度の監視を行っており、令和５年度の環境調査

結果では、大気、水質（水底の底質を含む）、地下水質及び土壌については、全ての調査

地点で環境基準を達成した。 

今後も、環境基準の達成・維持に向け、ダイオキシン類対策特別措置法に基づく環境濃度の把握

や施設の設置者に対する排出基準の遵守指導等を継続するとともに、関係機関と連携して取り組む。 

 

 

９ 大気汚染常時監視網の再構築 

本市では昭和 40 年代から常時監視網を整備して大気汚染状況の把握を実施しており、集め



113 

 

られたデータは環境情報としてデータベース化し、環境計画の進捗管理や工場・事業場の規制

指導など各種行政施策に役立てている。整備当初より 50 年が経過し、その間に市内の産業構

造や道路交通事情も変化していることから、市域の大気汚染状況をより正確に把握するために、

令和４年度に最適な常時監視網の再構築を行い、これまでの大気汚染常時監視測定局 24 局体制か

ら３局廃止及び１局新設による 22局体制で測定している。 

 

 

10 公害苦情の処理 

本市では、事業活動等に伴って生じる大気汚染、騒音・振動、悪臭などの公害苦情の相談に

応じるとともに、市内５か所の環境保全監視グループが発生源の規制指導を行うことによりそ

の解決を図り、生活環境の保全に努めている。 

令和５年度中に市民から寄せられた苦情件数は 1,451 件であり、それらのうち直接解決した

ものは 1,282 件（解決率 88％）であった。 

公害の種類別では、騒音が最も多く（66.6％）、次いで大気汚染（14.8％）、悪臭（10.0％）

となっている。 


